
うち復旧・復興
経費

（千円）

うち補正予算
（千円）

うち復旧・復興
経費

（千円）

「家族の日・家族の週間」連携
推進

子育てを支え、子育てを共に喜びあえるような家族
や地域の素晴らしさや価値を再認識しあえるよう、
「家族の日・家族の週間」を実施し、国民一人ひと
りの具体的取組を促す。

8,234 0 10485 0 0 企業地域国民 継続 一般会計 内閣府

仕事と生活の調和人材育成等

企業経営者を対象としたトップセミナー等を開催し、企業
が仕事と生活の調和に取り組むメリットや具体的方法等
の普及啓発を図るほか、経営者団体と連携した企業間
ネットワークの構築などを促進する。地方自治体向けセミ
ナーについても実施する。
また、「カエル！ジャパン」通信（メルマガ）を配信する。

8,196 0 14351 0 0
企業

地方自治体
継続 一般会計 内閣府

仕事と生活の調和理解促進

ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組の進捗と今
後の課題等をまとめた「仕事と生活の調和レポート」の作
成や、「カエル！ジャパン」キャンペーンの推進、好事例の
情報発信等、ワーク・ライフ・バランス推進に向けた気運
の醸成を図る。

2,583 0 3,693 0 0
企業
国民

継続 一般会計 内閣府

仕事と生活の調和調査研究等

仕事と生活の調和連携推進・評価部会の運営のほか、企
業における仕事と生活の調和推進に関する啓発の在り方
について調査研究を行い、その成果を元に啓発用ツール
を作成し、企業のワーク・ライフ・バランス実践に向けた取
組を支援する。

12,052 0 11,576 0 0 調査 一部新規 一般会計 内閣府

地域における男女共同参画促進を
支援するアドバイザーの派遣

ワーク・ライフ・バランスの推進を含め、市町村男女共同
参画計画の策定・改定等を支援するためアドバイザーの
派遣を行う。

2,888 0 2,888 0 0 地方自治体 継続 一般会計 内閣府

生活の時間の確保や多様な
働き方を可能とする雇用環
境整備を目指した支援を進
める

企業における次世代育成支援対策
の推進

次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画の策定等
が行われるよう指導を行うとともに、多くの事業主が次世
代法に基づく認定を目指して取組を行うよう、認定企業に
対する税制上の優遇措置も活用しながら周知・啓発に取
り組む。

26,027 0 25,138 0 0 企業 継続 一般会計 厚生労働省

経済全体の生産性の向上を
図っていく観点から、中小
企業対策（新分野への進出
支援や事業再生・承継支
援、下請取引の適正化の確
保、資金調達の円滑化等）
など包括的な取組を引き続
き着実に推進する

中小企業対策
中小企業が持つ潜在力・底力を最大限引き出し、経営力
を強化するため、資金繰り支援に加え、海外展開支援、
技術力の強化や下請取引の適正化などを推進する。

111,148,237 0 111,146,905 0 0 企業 継続 一般会計 経済産業省

平成２７年度 仕事と生活の調和関係予算

憲章・行動指針 施策・事業名 概要

平成26年度予算(千円）

対象
新規・継続等区分

（H2６⇒H2７)
会計区分 府省名

平成27年度予算(千円）

　　１　総論

全国や地域での国民の理解
や政労使の合意形成を促進
する

参考資料２
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うち復旧・復興
経費

（千円）

うち補正予算
（千円）

うち復旧・復興
経費

（千円）

平成２７年度 仕事と生活の調和関係予算

憲章・行動指針 施策・事業名 概要

平成26年度予算(千円）

対象
新規・継続等区分

（H2６⇒H2７)
会計区分 府省名

平成27年度予算(千円）

参考資料２

過重労働の解消及び仕事と生活の
調和の実現に向けた働き方・休み
方の見直し

労働時間等設定改善法に基づき、企業等に対する支援
事業を実施し、労使の自主的取組を促進することにより、
長時間労働の抑制、年次有給休暇の取得促進、特に配
慮を必要とする労働者に対する休暇の普及等、労働時間
等の設定の改善に向けた取組を促進する。

1,368,016 0 900,434 0 0 企業 一部新規 特別会計 厚生労働省

仕事と生活の調和人材育成等
(再掲）

企業経営者を対象としたトップセミナー等を開催し、企業
が仕事と生活の調和に取り組むメリットや具体的方法等
の普及啓発を図るほか、経営者団体と連携した企業間
ネットワークの構築などを促進する。地方自治体向けセミ
ナーについても実施する。
また、「カエル！ジャパン」通信（メルマガ）を配信する。

（再掲） （再掲） （再掲） (再掲) (再掲) 企業 継続 一般会計 内閣府

過重労働による健康障害防止に係
る重点的な監督指導等の実施

長時間にわたる時間外労働の実効ある抑制を図り、過重
労働による健康障害を防止するため、パンフレットの作成
や、事業主に対する集団指導、また、長時間にわたる時
間外労働が恒常的に行われ、過重労働による健康障害
の発生が懸念される事業場に対する重点的な監督指導
等を行う。

310,761 0 317,882 0 0 企業 継続
特別会計
一般会計

厚生労働省

バス、トラック、タクシーの自動車運
転者の長時間労働抑制

運輸事業の新規参入者に対し、国土交通省と連携して、
労働基準関係法令などの講習を行う。また、国土交通省
との都道府県単位の連絡会議を設置し、自動車運転者の
労働条件改善などに係る情報・意見交換を行う。さらに、
事業場に個別訪問を行う等により、労働基準関係法令な
どの周知などを行う。

105,329 0 116,284 0 0 企業 一部新規 特別会計 厚生労働省

若者の「使い捨て」が疑われる企業
等への対応策の強化

①フリーダイヤルの「労働条件相談ほっとライン」を設置
し、平日夜間や休日における相談体制の強化、②労働基
準法等の基礎知識・相談窓口をまとめたポータルサイト
「確かめよう労働条件」による情報提供、③大学、高校等
でのセミナー実施による法令等の情報発信を行う。

228,631 0 197,345 0 0
国民
企業

継続 特別会計 厚生労働省

パートタイム労働者の均等・均衡待
遇の確保の推進

パートタイム労働法に基づく指導、専門家による相談・援
助、職務分析・職務評価の導入支援等により、パートタイ
ム労働者の雇用管理改善の取組を推進するとともに、
パートタイム労働者の均等・均衡待遇に積極的な企業の
表彰制度の創設等、パートタイム労働者の均等・均衡待
遇の取組推進に向けた機運醸成を図り、合わせてパート
タイム労働者のキャリアアップ支援に取り組む。
また、短時間正社員制度の導入・定着を促進するため、ノ
ウハウの提供や制度導入に係るセミナーの実施等を行
う。

795,999 0 803,493 0 0 企業 継続
一般会計
特別会計

厚生労働省

均等・両立推進企業表彰(ファミ
リー・フレンドリー企業部門)

仕事と育児・介護との両立支援のための取組について、
他の模範ともいうべき取組を推進している企業を表彰す
る。

2,309 0 2,309 0 0 企業 継続 特別会計 厚生労働省

企業における次世代育成支援対策
の推進（再掲）

次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画の策定等
が行われるよう指導を行うとともに、多くの事業主が次世
代法に基づく認定を目指して取組を行うよう認定企業に
対する税制上の優遇措置も活用しながら周知・啓発に取
り組む。

（再掲） （再掲） （再掲） （再掲） （再掲） 企業 継続
一般会計
特別会計

厚生労働省

先進企業の好事例等の情報
の収集・提供・助言、業務
効率化のノウハウ提供、中
小企業等が行う労働時間等
設定改善の支援等、仕事と
生活の調和の実現に取り組
む企業への支援を推進する

労働基準法、労働契約法、
パートタイム労働法等関係
法令の周知を図るととも
に、法令遵守のための監督
及び指導を強化する

顕彰制度や企業の取組の診
断・点検を支援すること、
次世代育成支援対策推進法
に基づく認定マーク（くる
みんマーク）の周知等によ
り、積極的取組企業の社会
的な評価を推進する
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うち復旧・復興
経費

（千円）

うち補正予算
（千円）

うち復旧・復興
経費

（千円）

平成２７年度 仕事と生活の調和関係予算

憲章・行動指針 施策・事業名 概要

平成26年度予算(千円）

対象
新規・継続等区分

（H2６⇒H2７)
会計区分 府省名

平成27年度予算(千円）

参考資料２

訓練情報提供等によるキャリ
ア・コンサルティング、就職支
援実施費

求職者を公的職業訓練へあっせんするため、職業訓
練関連情報の的確な提供、能力・適性を踏まえた
キャリア・コンサルティング等を実施するととも
に、訓練受講希望者に対するジョブ・カード交付関
係業務及び訓練修了者の就職の実現に向けた担当者
制によるマンツーマン支援等を実施する。また、民
間委託も活用して公的職業訓練及び専門実践教育訓
練の受講希望者に対するキャリアコンサルティング
を実施する。

8,432,460 0 8,081,952 0 0 国民 継続 特別会計 厚生労働省

職業能力の形成支援に係る労働市
場のインフラの充実

公共職業訓練及び求職者支援訓練の推進、職業能力評
価制度の整備、キャリアコンサルティング環境の整備を実
施する。

124,495,574 0 129,308,447 0 0 国民 継続
一般会計
特別会計

厚生労働省

若年者等に対する職業キャリアの
支援

ジョブ・カード制度、地域若者サポートステーション事業等
を実施する。

6,354,765 0 2,600,816 0 0 国民 継続
一般会計
特別会計

厚生労働省

生涯キャリア形成支援の積極展開

職業能力開発に必要な費用の負担や職業能力開発のた
めの休暇を付与することにより、従業員の自発的な職業
能力開発を支援する制度を導入する事業主に対し、キャ
リア形成促進助成金を支給する。

27,516,789 0 21,931,454 0 0 国民 継続 特別会計 厚生労働省

キャリアアップ助成金（人材育成
コース）の活用促進

事業主が有期契約労働者等に対し、正規雇用労働者に
転換させることなどを目的として職業訓練を実施した場合
に一定額を助成する。

4,387,024 0 4,238,262 0 0 企業 継続 特別会計 厚生労働省

教育訓練給付金の実施

労働者が主体的に能力開発に取り組むことを支援し、雇
用の安定等を図るため、労働者が自ら費用を負担して一
定の教育訓練を受講等した場合に、その教育訓練に要し
た費用の一部に相当する額を支給する。

27,000,239 0 16,007,039 0 0 国民 継続 特別会計 厚生労働省

国家公務員のメンタルヘルス対策

各府省等の管理監督者に対し、メンタルヘルスケアに関
する知識を習得させるとともに、職員が心身ともに健康で
安心できる職場環境づくりの推進を図るための講習を開
催する。

1,664 0 1,657 0 0 職員 継続 一般会計 内閣官房

国家公務員のメンタルヘルス対策
のための「ｅ－ラーニング」

各府省等の業務多忙な管理監督者や遠隔地官署勤務の
管理監督者（特に新任管理者）に対し、メンタルヘルスに
関する知識の習得、理解の徹底を図るため、ｅーラーニン
グを実施する。

6,226 0 6,226 0 0 職員 継続 一般会計 内閣官房

職場におけるメンタルヘルス対策の
促進

ストレス症状を有する労働者に面接指導等を行う医師、
保健師等に対する研修の実施、ストレスチェックと面接指
導についての普及啓発、ポータルサイトによる情報の提
供など、職場におけるメンタルヘルス対策の一層の促進
を図る。

136,730 0 261,830 0 0 企業 継続 特別会計 厚生労働省

産業保健活動総合支援事業

事業者、産業医等からの相談対応、専門家による個別事
業場への訪問支援等を実施。また、健診結果に基づく医
師の意見聴取等、小規模事業場に対する産業保健サー
ビス（メンタルヘルスを含む。）を提供する。

3,087,646 0 2,793,065 0 0 企業 継続 特別会計 厚生労働省

心の健康づくり対策の推進
公務における職員のメンタルヘルス対策のため、予防、
早期対応、円滑な職場復帰等にかかる施策を実施するも
の

10,239 0 11,267 0 0 職員 継続 一般会計 人事院

労働者の健康を確保し、安
心して働くことのできる職
場環境を実現するためにメ
ンタルヘルス対策を推進す
る

働く者等の自己啓発や能力
開発の取組を支援する
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うち復旧・復興
経費

（千円）

うち補正予算
（千円）

うち復旧・復興
経費

（千円）

平成２７年度 仕事と生活の調和関係予算

憲章・行動指針 施策・事業名 概要

平成26年度予算(千円）

対象
新規・継続等区分

（H2６⇒H2７)
会計区分 府省名

平成27年度予算(千円）

参考資料２

国家公務員の労働時間短縮の取
組

各府省における超過勤務縮減の取組を一層推進するた
め、ポスター・リーフレットを作成・配布する。

778 0 885 0 0 職員 継続 一般会計 内閣官房

国家公務員（男性職員）の育児休
業等の取得促進

男性職員の育児休業等の取得を促進するためハンドブッ
ク等を作成・配布する。

2,179 0 4,550 0 0 職員 継続 一般会計 内閣官房

本省・地方機関の管理職員を対象
とする女性職員活躍・ワークライフ
バランスの推進に係る啓発

本省・地方機関の管理職員を対象として、女性職員活躍・
ワークライフバランス推進のための啓発セミナーを開催

3,564 0 0 0 0 職員 新規 一般会計 内閣官房

女性職員活躍・ワークライフバラン
ス推進協議会

民間企業や有識者からのヒアリング等を行う 1,061 0 0 0 0 職員 新規 一般会計 内閣官房

女性職員活躍・ワークライフバラン
ス推進に係る調査・コンサルティン
グ業務

各府省における女性職員活躍及びワークライフバランス
推進の取組の現状や課題の調査・分析

10,000 0 0 0 0 職員 新規 一般会計 内閣官房

仕事と育児、介護等の両立支援策
の推進

　両立支援制度の周知徹底と職場の環境整備を一層推
進するために、「各省庁両立支援連絡協議会」を開催する
とともに、両立支援制度の説明資料を作成・配布する。
　また、仕事と育児の両立支援と男性職員の育児休業の
取得促進に向けた、シンポジウムの開催を行う。
　さらに、仕事と介護の両立支援について、各府省人事当
局等を対象とするセミナーを開催する。

1,400 0 641 0 0 職員 継続 一般会計 人事院

東日本大震災からの復興を担う専
門人材育成支援事業

専修学校や専門高校等の教育機関と地域・産業界が連
携し、被災地の人材ニーズに対応した復興の即戦力とな
る人材や、次代を担う専門人材の育成を推進する。

109,368 109,368 235,292 0 235,292 地域 継続 特別会計 文部科学省

男女共同参画社会の実現の加速
に向けた学習機会充実事業

男女共同参画社会の実現を加速するため、学校段階に
おける男女共同参画の視点に立ったキャリア教育を推進
するともに、地域における女性の学び直しを促進する。

26,876 0 12,915 0 0 国民 継続 一般会計 文部科学省

現在のジョブ・カード制度
等を発展させ、非正規労働
者を含めた、社会全体に通
じる職業能力開発・評価制
度を構築する。また、職場
や地域での活動に必要な能
力向上の機会を拡充するた
め、社会人の学習目的に応
じた教育プログラムの提供
や学習成果が適切に評価さ
れるような枠組みの構築等
により、社会人の大学や専
修学校、公民館等における
学習を促進する

成長分野等における中核的専門人
材養成等の戦略的推進

専修学校、大学、大学院、短期大学、高等専門学校、高
等学校等と産業界等が協働し、社会人等の就労、キャリ
アアップ、キャリア転換に必要な実践的な知識・技術・技
能を身につけるための学習システムを構築する。そのよう
な取組を通じて、成長分野等における中核的専門人材や
高度人材の養成を図るとともに、特に、社会人等の学び
直しを全国的に推進する。

1,567,295 0 1,678,565 0 0 国民 継続 一般会計 文部科学省

　　２　就労による経済的自立

勤労観・職業観を形成し、
社会人・職業人として必要
な能力を身につけた人材を
育成するため、学校段階を
通じたキャリア教育・職業
教育を体系的に充実させ
る。また、キャリア教育を
進めるにあたっては、社
会・経済・雇用などの基本
的な仕組みや労働者として
の権利・義務、仕事と生活
の調和の重要性など、キャ
リアを積み上げる上で必要
な知識の理解についても促
進を図る

行政機関においても、業務
の効率化等により長時間労
働の抑制を図るとともに、
男性の育児休業の取得や介
護のための両立支援制度の
活用の促進など、率先して
仕事と生活の調和に取り組
む

4



うち復旧・復興
経費

（千円）

うち補正予算
（千円）

うち復旧・復興
経費

（千円）

平成２７年度 仕事と生活の調和関係予算

憲章・行動指針 施策・事業名 概要

平成26年度予算(千円）

対象
新規・継続等区分

（H2６⇒H2７)
会計区分 府省名

平成27年度予算(千円）

参考資料２

非正規労働者や長期失業者
等に対し、職業訓練とその
期間中の生活保障を行う求
職者支援制度の創設に向け
た検討を行い、トランポリ
ン型の第２のセーフティー
ネットを確立する

求職者支援制度による安定した就
職の支援

雇用保険を受給できない求職者を対象に、民間教育訓練
機関を活用して、技能・知識を身に付けるための職業訓
練を無料で実施するとともに、訓練期間中に、訓練の受
講を容易にするための給付金の支給を行う等により求職
者の早期の就職を支援する「求職者支援制度」を実施す
る。

31,544,153 0 53,723,077 0 0 国民 継続
一般会計
特別会計

厚生労働省

フリーターの常用雇用化を
支援する

フリーター等の正規雇用化の推
進

フリーター等に対して担当者制による職業相談・職
業紹介から職場定着までの一貫した支援や助成制度
の活用等により正規雇用化を推進する。

14,025,704千円の
内数

0
20,103,004千円の

内数
0 0 国民 継続 特別会計 厚生労働省

マザーズハローワーク事業推進
費

事業拠点の増設等、マザーズハローワーク事業を拡充す
る。

2,875,145 0 2,799,297 0 0 国民 継続 特別会計 厚生労働省

非正規労働者総合支援事業

平成26年度は施設廃止に伴う原状回復に要する費用
を計上する。
＊平成25年度まで、非正規労働者の総合的な就労・
生活支援体制の整備のため、全国に「非正規労働者
総合支援センター」及び「非正規労働者総合支援
コーナー」を設置し、担当者制によるきめ細かな就
職支援と、専門家による心の健康相談、多重債務相
談等の生活支援を一体的に実施。

0 0 62,470 0 0 国民 廃止 特別会計 厚生労働省

母子家庭等対策総合支援事業
母子家庭の母等に対して、就業支援サービスや生活支援
サービス等を提供する母子家庭等就業・自立支援事業等
により自立支援を行う。

7,362,577 0 9,095,041 0 0 国民 継続 一般会計 厚生労働省

労使による長時間労働の抑
制、年次有給休暇の取得促
進など、労働時間等の設定
改善の取組を支援する

過重労働の解消及び仕事と生活の
調和の実現に向けた働き方・休み
方の見直し（再掲）

労働時間等設定改善法に基づき、企業等に対する支援
事業を実施し、労使の自主的取組を促進することにより、
長時間労働の抑制、年次有給休暇の取得促進、特に配
慮を必要とする労働者に対する休暇の普及等、労働時間
等の設定の改善に向けた取組を促進する。

（再掲） （再掲） （再掲） （再掲） （再掲） 企業 継続 特別会計 厚生労働省

過重労働の解消及び仕事と生活の
調和の実現に向けた働き方・休み
方の見直し（再掲）

労働時間等設定改善法に基づき、企業等に対する支援
事業を実施し、労使の自主的取組を促進することにより、
長時間労働の抑制、年次有給休暇の取得促進、特に配
慮を必要とする労働者に対する休暇の普及等、労働時間
等の設定の改善に向けた取組を促進する。

（再掲） （再掲） （再掲） （再掲） （再掲） 企業 継続 特別会計 厚生労働省

過重労働による健康障害防止に係
る重点的な監督指導等の実施（再
掲）

長時間にわたる時間外労働の実効ある抑制を図り、過重
労働による健康障害を防止するため、パンフレットの作成
や、事業主に対する集団指導、また、長時間にわたる時
間外労働が恒常的に行われ、過重労働による健康障害
の発生が懸念される事業場に対する重点的な監督指導
等を行う。

（再掲） （再掲） （再掲） （再掲） （再掲） 企業 継続
特別会計
一般会計

厚生労働省

　　３　健康で豊かな生活のための時間の確保

改正労働基準法（平成22年
施行）に基づく割増賃金率
の引上げへの対応や年次有
給休暇取得促進を図るため
に改正した「労働時間等見
直しガイドライン（労働時
間等設定改善指針）」の周
知等により、長時間労働の
抑制及び年次有給休暇の取
得促進を図る

若者や母子家庭の母等、経
済的自立が困難な者の就労
を支援する

5



うち復旧・復興
経費

（千円）

うち補正予算
（千円）

うち復旧・復興
経費

（千円）

平成２７年度 仕事と生活の調和関係予算

憲章・行動指針 施策・事業名 概要

平成26年度予算(千円）

対象
新規・継続等区分

（H2６⇒H2７)
会計区分 府省名

平成27年度予算(千円）

参考資料２

ＩＣＴを活用した新たなワークスタイ
ルの実現

事業者・利用者の意識改革を促し、テレワーク環境の裾
野を拡大するための取組みを進めることで、就業者にお
けるワークライフバランスの確立などを実現

149,947 0 0 0 0 企業等 新規 一般会計 総務省

創業・第二創業促進補助金
新たに起業を目指す女性・若者等の創業者や、事業承継
を契機に既存事業を廃業し、新分野に挑戦する等の第二
創業を行う者に対して支援を実施。

760,000 0 5,044,000の内数 0 0
国民
企業

新規 一般会計 経済産業省

地域創業促進支援委託事業
全国に「創業スクール」を開催し、創業予備軍の掘り起こ
しをはじめ、創業希望者の基本的知識の習得からビジネ
スプランの策定までを支援。

440,000 0 749,000 0 0
国民
企業

継続 一般会計 経済産業省

女性、若者／シニア起業家支援資
金

多様な事業者による新規事業の成長を支援するため、女
性、若者（３０歳未満）又は高齢者（５５歳以上）のうち新規
開業して概ね７年以内の者に対して、低利の融資を行う。

財投 0 財投 0 0
国民
企業

継続 一般会計 経済産業省

新創業融資制度

新たに事業を始める者、または事業開始後税務申告を２
期終えていない者を対象に、ビジネスプラン等の審査を行
うことにより、株式会社日本政策金融公庫（国民生活事業
本部）の「女性、若者／シニア起業家支援資金」等の 貸
付制度を利用する場合に無担保、無保証人とする特例措
置。

財投 0 財投 0 0
国民
企業

継続 一般会計 経済産業省

福祉用具実用化開発推進事業
高齢者等の自立及び社会参加を促進するとともに、介護
者の負担軽減を図るため、福祉機器開発のための実用
化支援を行う。

- 0 100,000 0 0 企業 廃止 一般会計 経済産業省

課題解決型福祉用具実用化開発
支援事業

高齢者等の自立及び社会参加を促進するとともに、介護
者の負担軽減を図るため、福祉機器開発のための実用
化支援を行う。

102,222 0 - - - 企業 新規 一般会計 経済産業省

ダイバーシティ経営企業100選

女性を始めとする多様な人材の能力を最大限発揮させる
ことにより、イノベーションの創出、生産性向上等の成果
を上げている企業を選定・表彰し、ベストプラクティス集と
して広く発信。

439,314の内数 0 458,299の内数 0 0 企業 継続 一般会計 経済産業省

なでしこ銘柄
女性活躍推進に優れた企業を、中長期の成長力のある
優良銘柄として選定。東京証券取引所と合同で実施。

439,314の内数 458,299の内数 0 0 企業 継続 一般会計 経済産業省

中小企業新戦力発掘プロジェクト

育児等で一度、退職し、再就職を希望する女性等（新戦
力）に対し、職場経験のブランクを埋める機会を提供する
ために、中小企業・小規模事業者が実施する職場実習を
支援する。

- 0 基金 0 0
国民
企業

廃止 一般会計 経済産業省

女性医師等就労支援事業

各都道府県において受付・相談窓口を設置して、復職の
ための研修受入医療機関の紹介や出産・育児等と勤務と
の両立を支援するための助言等を行い、女性医師等の離
職防止や再就業の促進を図る。
※H26年度以降は地域医療介護総合確保基金で実施可

基金 基金 基金 0 基金 国民 継続 一般会計 厚生労働省

　　４　多様な働き方の選択

育児・介護休業、短時間勤
務、短時間正社員制度、テ
レワークといった多様な働
き方を推進するとともに、
パート労働者の均衡待遇の
推進、働く意欲と能力のあ
る女性や高齢者の再就職や
就業継続の支援、促進等そ
の多様な働き方を推進する

ための条件を整備する
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うち復旧・復興
経費

（千円）

うち補正予算
（千円）

うち復旧・復興
経費

（千円）

平成２７年度 仕事と生活の調和関係予算

憲章・行動指針 施策・事業名 概要

平成26年度予算(千円）

対象
新規・継続等区分

（H2６⇒H2７)
会計区分 府省名

平成27年度予算(千円）

参考資料２

女性医師支援センター事業

女性医師バンクにおいて、再就業を希望する女性医師の
就職相談及び就業斡旋等を行うことにより、女性医師の
再就業を支援する。また、再就業における講習会等を開
催し、女性医師の離職防止及び再就業支援を図る。

164,340 0 164,632 0 0 国民 継続 一般会計 厚生労働省

病院内保育運営事業
医療機関に勤務する職員の乳幼児の保育を行う事業に
対し、その運営の一部（人件費等）について補助を行う。
※H26年度以降は地域医療介護総合確保基金で実施可

基金 基金 基金 0 基金 企業 継続 一般会計 厚生労働省

テレワーク普及促進対策

仕事と子育て等の両立が可能となる適正な労働条件下で
のテレワークの普及・促進のため、適切な人事評価が可
能となる新たなテレワークモデルを確立するための実証
事業の実施、テレワーク導入企業に対する労務管理に関
する専門家の派遣、テレワークの導入経費に係る支援、
先進的企業等に対する表彰の実施及びその取組を周知
するためのシンポジウムの開催、業界団体と連携した傘
下企業への支援等を行う。

1,134,214 0 592,794 0 0
企業
国民

継続 特別会計 厚生労働省

テレワーク活用好事例の作成
子育て・介護のためのテレワーク活用好事例を収集・選
定し、事例集を作成して企業等に周知・啓発を行う。

21,141 0 16,729 0 0
企業
国民

継続 特別会計 厚生労働省

年齢にかかわりなく意欲と能力
に応じて働くことができる「生
涯現役社会」の実現に向けた高
齢者の就労促進

年齢にかかわりなく働くことができる企業の普及に向けた
支援を充実するとともに、高齢期にさしかかった段階で、
高齢期の生き方を見つめ直すことを奨励するなど、生涯
現役社会の実現に向けた社会的な機運の醸成を図る。

3,602,964 0 10,312,761 0 0
企業
国民

継続
一般会計
特別会計

厚生労働省

高齢者などの再就職の援助・促進

高齢者が安心して再就職支援を受けることができるよう、
全国の主要なハローワークで職業生活の再設計に関す
る支援や身近な地域において技能講習を実施するなど、
再就職支援を充実・強化する。

2,318,529 0 7,666,001 0 0
企業
国民

継続 特別会計 厚生労働省

高齢者が地域で働ける場や社会
を支える活動ができる場の拡大

シルバー人材センターの活用により、定年退職後等の高
齢者の多様な就業ニーズに応じた就業機会を確保する。

11,686,331 0 9,375,498 0 0 地域 継続
一般会計
特別会計

厚生労働省

マザーズハローワーク事業推進
費（再掲）

事業拠点の増設等、マザーズハローワーク事業を拡充す
る。

(再掲) （再掲） (再掲) （再掲） （再掲） 国民 継続 特別会計 厚生労働省

育児・介護休業法の円滑な施行
育児・介護休業法の内容に沿った措置等の規定が適切
に整備され、制度として定着するよう、法の周知・徹底を
図る。

58,069 0 57,712 0 0 企業 継続
一般会計
特別会計

厚生労働省

両立支援に関する雇用管理の改善

両立支援制度を利用しやすい職場環境を整備するため、
両立支援制度等に関する雇用管理改善に係る相談、指
導及び支援等を行う。
また、両立支援に取り組む事業主への助成金を引き続き
支給する。

7,122,980 0 8,642,154 0 0 企業 一部新規 特別会計 厚生労働省

女性の職業キャリアの継続が可能
となる環境整備

企業が行う雇用管理改善や女性労働者のモチベーション
の維持向上などの取組への支援を行う。

666,469 0 619,211 0 0
企業
国民

地方自治体等
継続 特別会計 厚生労働省

（つづき）
育児・介護休業、短時間勤
務、短時間正社員制度、テ
レワークといった多様な働
き方を推進するとともに、
パート労働者の均衡待遇の
推進、働く意欲と能力のあ
る女性や高齢者の再就職や
就業継続の支援、促進等そ
の多様な働き方を推進する
ための条件を整備する
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うち復旧・復興
経費

（千円）

うち補正予算
（千円）

うち復旧・復興
経費

（千円）

平成２７年度 仕事と生活の調和関係予算

憲章・行動指針 施策・事業名 概要

平成26年度予算(千円）

対象
新規・継続等区分

（H2６⇒H2７)
会計区分 府省名

平成27年度予算(千円）

参考資料２

ポジティブ・アクションの促進及び両
立支援に関する総合的情報提供事
業

女性の活躍推進に取り組む企業や施策の情報を提供す
る「ポジティブ・アクション情報ポータルサイト」と仕事と家
庭の両立支援に取り組む企業や施策の情報を提供する
「両立支援総合サイト」を統合した「女性の活躍・両立支援
総合サイト」に、さらに内閣府の「女性の活躍「見える化」
サイト」を加え女性の登用状況等に関する企業情報を一
覧化するとともに、一つの入り口から登録・検索等を可能
とすることにより、ユーザビリティの向上を図る。

73,003 0 82,554 0 0
企業
国民

一部新規 特別会計 厚生労働省

パートタイム労働者の均等・均衡待
遇の確保の推進（再掲）

パートタイム労働法に基づく指導、専門家による相談・援
助、職務分析・職務評価の導入支援等により、パートタイ
ム労働者の雇用管理改善の取組を推進するとともに、
パートタイム労働者の均等・均衡待遇に積極的な企業の
表彰制度の創設等、パートタイム労働者の均等・均衡待
遇の取組推進に向けた機運醸成を図り、合わせてパート
タイム労働者のキャリアアップ支援に取り組む。
また、短時間正社員制度の導入・定着を促進するため、ノ
ウハウの提供や制度導入に係るセミナーの実施等を行
う。

（再掲） (再掲) （再掲） (再掲) (再掲) 企業 継続
一般会計
特別会計

厚生労働省

治療と職業生活の両立等の支援対
策事業

疾病を抱える労働者の治療と職業生活の両立の支援を
図るため、企業や医療機関向けの就労継続支援手引の
作成等を行う。

9,976 0 11,540 0 0 企業 継続 特別会計 厚生労働省

長期にわたる治療などが必要な疾
病を抱えた求職者に対する就職支
援

ハローワークと医療機関などとの連携体制の構築に向
け、ハローワークに専門の就職支援ナビゲーターをモデ
ル的に配置するなど、長期にわたる治療などが必要な疾
病を抱えた求職者の就職支援を行う。

84,758 0 65,626 0 0 国民 継続 特別会計 厚生労働省

ダイバーシティ研究環境実現イニシ
アティブ

女性研究者の研究と出産・育児・介護等との両立や研究
力の向上を図るための取組を行う大学等を支援する。
※本年度より女性研究者研究活動支援事業を改組・拡
充。

1,087,722 0 983,915 0 0 国民 新規（改組・拡充） 一般会計 文部科学省

特別研究員（RPD）事業
出産・育児により研究を中断した研究者に対して、研究奨
励金を支給し、研究復帰を支援する。

760,200 0 651,600 0 0 国民 継続 一般会計 文部科学省

仕事と育児、介護等の両立支援策
の推進

　両立支援制度の周知徹底と職場の環境整備を一層推
進するために、「各省庁両立支援連絡協議会」を開催する
とともに、両立支援制度の説明資料を作成・配布する。
　また、仕事と育児の両立支援と男性職員の育児休業の
取得促進に向けた、シンポジウムの開催を行う。
　さらに、仕事と介護の両立支援について、各府省人事当
局等を対象とするセミナーを開催する。

（再掲） （再掲） （再掲） （再掲） （再掲） 職員 継続 一般会計 人事院

（つづき）
育児・介護休業、短時間勤
務、短時間正社員制度、テ
レワークといった多様な働
き方を推進するとともに、
パート労働者の均衡待遇の
推進、働く意欲と能力のあ
る女性や高齢者の再就職や
就業継続の支援、促進等そ
の多様な働き方を推進する

ための条件を整備する
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うち復旧・復興
経費

（千円）

うち補正予算
（千円）

うち復旧・復興
経費

（千円）

平成２７年度 仕事と生活の調和関係予算

憲章・行動指針 施策・事業名 概要

平成26年度予算(千円）

対象
新規・継続等区分

（H2６⇒H2７)
会計区分 府省名

平成27年度予算(千円）

参考資料２

育児・介護休業法の円滑な施行（再
掲）

育児・介護休業法の内容に沿った措置等の規定が適切
に整備され、制度として定着するよう、法の周知・徹底を
図る。

(再掲) (再掲) (再掲) （再掲） (再掲) 企業 継続 一般会計 厚生労働省

マザーズハローワーク事業推進
費（再掲）

事業拠点の増設等、マザーズハローワーク事業を拡充す
る。

(再掲) (再掲) (再掲) （再掲） (再掲) 国民 継続 特別会計 厚生労働省

両立支援に関する雇用管理の改善
（再掲）

両立支援制度を利用しやすい職場環境を整備するため、
両立支援制度等に関する雇用管理改善に係る相談、指
導及び支援等を行う。
また、両立支援に取り組む事業主への助成金を引き続き
支給する。

(再掲) (再掲) (再掲) （再掲） (再掲) 企業 一部新規 特別会計 厚生労働省

子育て支援推進経費（私立高等学
校等経常費助成費補助金）

預かり保育を実施する、あるいは子育て支援活動を推進
する私立幼稚園に特別な助成を行う都道府県に対して補
助する。

4,601,000 0 5,001,000 0 0 地域 継続 一般会計 文部科学省

地域中小商業支援事業
商店街振興組合等が行う少子高齢化等の社会課題に対
応した商店街活性化の取組や、子育て支援施設などのコ
ミュニティ設備等に対して支援を行う。

- 0 0 0 0 地域 廃止 一般会計 経済産業省

商店街まちづくり事業

地域住民の安心・安全な生活環境を守るための事業（防
犯カメラの設置などに加え、子育て・高齢者支援施設の
整備や高齢者向け宅配サービスの提供などを追加）に要
する費用の2/3を補助する。

- 0 0 0 0 地域 廃止 一般会計 経済産業省

地域商業自立促進事業
地域住民のニーズを踏まえた子育て支援施設や高齢者
交流施設等の整備など、商店街等による地域コミュニティ
の形成に向けた取り組みに対して支援を行う。

2,300,000 0 3,900,000 0 0 地域 継続 一般会計 経済産業省

放課後児童健全育成事業

共働き家庭など留守家庭の小学校に就学している児童に
対して、学校の余裕教室や児童館、公民館などで、放課
後に適切な遊び、生活の場を与えて、その健全育成を図
る。

子ども・子育て支
援交付金
94,210,232千円の
内数（※子ども・子
育て支援新制度
の実施に伴い厚
生労働省から移
管）

0 30,718,327 0 0 国民 継続 特別会計 内閣府

待機児童解消策の推進など保育の
充実

　待機児童の解消を図るため、「待機児童解消加速化プ
ラン」の取組を強力に進め、保育所等の施設整備や小規
模保育等の改修による受入児童数の拡大を図る。
　また、「保育士確保プラン」に基づき、保育士・保育所支
援センターの機能を強化し、離職した保育士に対する定
期的な再就職支援等を実施する。

89,216,263 0 148,064,772 12,007,407 0 地域 継続
一般会計
特別会計

厚生労働省

妊娠・出産を経ても働き続
けたいという希望を持ちな
がらも離職する女性がいま
だに多い現状を改善し、育
児休業を取得しやすい環境
を整備するとともに女性の
就業率の向上を図る

多様な働き方に対応した保
育サービスの充実等多様な
子育て支援を推進する

9



うち復旧・復興
経費

（千円）

うち補正予算
（千円）

うち復旧・復興
経費

（千円）

平成２７年度 仕事と生活の調和関係予算

憲章・行動指針 施策・事業名 概要

平成26年度予算(千円）

対象
新規・継続等区分

（H2６⇒H2７)
会計区分 府省名

平成27年度予算(千円）

参考資料２

在宅就業の環境整備のため
の枠組みを検討する

良好な在宅就業環境の確保
在宅就業を仲介する機関による安定的な仕事の確保
の支援等により、適正な在宅就業環境の整備を図る
ほか、必要な支援策等を検討する。

37,883 0 36,993 0 0 国民 継続
一般会計
特別会計

厚生労働省

男性の育児休業の取得促進
育児を積極的にする男性（「イクメン」）を応援する「イクメ
ンプロジェクト」を実施することにより、男性の育児休業の
取得促進を図る。

49,895 0 42,201 0 0 国民 継続 特別会計 厚生労働省

学校・家庭・地域の連携協力推進
事業（家庭教育支援）

身近な地域において、すべての親が安心して家庭教育を
行えるよう、地域人材の養成や、家庭教育支援チームの
組織化、学校等との連携により、保護者への学習機会の
提供や相談対応等の支援活動を実施するほか、家庭教
育支援員の配置による家庭教育支援体制の強化を図る。

学校・家庭・地域
の連携協力推進
事業（4,882,345）

の内数

0

学校・家庭・地域
の連携協力推進
事業（3,813,980）

の内数

0 0 地域 継続 一般会計 文部科学省

学校・家庭・地域の連携協力推進
事業（放課後子供教室）

 地域住民等の参画により、授業等における学習補助など
の学校支援、放課後等に子供たちの安心安全な活動場
所を確保し学習や様々な体験・交流活動の機会を提供す
る放課後等支援、親への学習機会の提供や相談対応な
どの家庭教育支援等、様々な教育支援活動を行う。

学校・家庭・地域
の連携協力推進
事業（4,882,345）

の内数

0

学校・家庭・地域
の連携協力推進
事業（3,813,980）

の内数

0 0 地域 継続 一般会計 文部科学省

土曜日の教育活動推進プラン

質の高い土曜授業の実施のための支援策や地域におけ
る多様な学習、文化やスポーツ、体験活動など様々な活
動の促進のための支援策を講じることで、子供たちにとっ
てより豊かな有意義な土曜日を実現する。

1,552,702 0 1,437,873 0 0 地域 継続 一般会計 文部科学省

体験活動推進プロジェクト等の充実

青少年の体験活動の推進を図るため、家庭や企業など
への普及啓発、企業CSRシンポジウム、体験活動等の評
価・顕彰制度に関する調査研究等を実施するとともに、地
域において家庭・学校・青少年関係団体、NPO等をネット
ワーク化し、自然体験活動等に関する相互の活動情報の
交換や事業の共同実施等を円滑化するための「地域プ
ラットフォーム」の形成を支援する。

50,594 0 54,253 0 0
地域
国民
調査

継続 一般会計 文部科学省

学校・家庭・地域の連携協力推進
事業（家庭教育支援）

身近な地域において、すべての親が安心して家庭教育を
行えるよう、地域人材の養成や、家庭教育支援チームの
組織化、学校等との連携により、保護者への学習機会の
提供や相談対応等の支援活動を実施するほか、家庭教
育支援員の配置による家庭教育支援体制の強化を図る。

(再掲) (再掲) (再掲) (再掲) (再掲) 地域 継続 一般会計 文部科学省

子供の生活習慣づくり支援事業

家庭や社会の影響を受けやすい子供たちの生活習慣の
乱れが学習意欲や体力・気力の低下の要因の一つとして
指摘されており、家庭や学校・地域にとどまらず、企業も
含めた社会全体の問題としての取組の定着を図る取組を
推進する。

30,390 0 19,181 0 0
地域
企業
国民

継続 一般会計 文部科学省

安定的な介護保険制度の運営

高齢化の進展に伴う要介護高齢者の増加や、核家族化
の進行など要介護者を支えてきた家族をめぐる状況の変
化に対応するため、社会全体で高齢者介護を支える仕組
みとしての介護保険制度の安定的・効率的な運営のため
に、介護給付、地域支援事業等の実施に必要な経費を確
保する。

2,710,926,324 0 2,689,871,666 0 0 国民 継続 一般会計 厚生労働省

多様な教育訓練システムの
充実等、職業能力の形成支
援に係る労働市場の社会的
基盤を整備する

職業能力の形成支援に係る労働市
場のインフラの整備（再掲）

公共職業訓練、職業能力評価制度の整備、キャリアコン
サルティング環境の整備、情報インフラの充実等を実施
する。

(再掲) （再掲） (再掲) （再掲） （再掲） 国民 継続
一般会計
特別会計

厚生労働省

「パパ・ママ育休プラス」
等も活用した男性の育児休
業の取得促進や学校や地域
など様々な場で、男女が協
力して子育てに関わること
についての学習機会を提供
すること等により男性の子
育てへの関わりの支援・促
進を図る

地域のスポーツ活動や自然
体験活動、文化活動等への
親子での参加を促すととも
に、保護者や地域住民等の
学校支援活動などへの参加
を促進し、男性が子育てに
関わるきっかけを提供する

地方公共団体や市民・ＮＰ
Ｏ等による育児・介護の社
会的基盤づくりを支援する
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